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公害等調整委員会（以下この特集において「公調委」という。）は、公害等調

整委員会設置法（昭和47年法律第52号）に基づき、昭和47年７月１日に総理府

の外局（平成13年１月６日以降は総務省の外局）として設置された行政委員会

で、本年７月に設置から50年を迎えます。 

公調委は、①公害に係る紛争の迅速かつ適正な解決を図ること（以下「公害

紛争処理」という。）、②鉱業、採石業又は砂利採取業と一般公益又は農業、林

業その他の産業との調整を図ること（以下「土地利用調整」という。）を主な任

務としています。 

以下、公調委が設置 50 年を迎えるに当たり、設置に至る経緯、これまでの活

動等を振り返ります。 

Ⅰ 公害紛争処理 

１ 公害問題の発生 

戦前においても足尾銅山の鉱毒事件などの例はありましたが、昭和30年代

の高度成長期に、産業構造の重化学工業化に伴って、水俣病、イタイイタイ

病、四日市ぜんそく、新潟水俣病といった四大公害などの企業活動に起因す

る大気汚染、水質汚濁等の公害が大きな社会問題として捉えられ、その解決

が国民的課題とされました。 

 

２ 公害紛争処理制度の導入 

昭和42年に公害対策基本法（昭和42年法律第132号）が制定されたことによ

り、公害行政の整備は順次進んでいきましたが、同法の中でも、公害紛争の

処理について統一的な制度※１を設けることの必要性が認識されており、「政

府は、公害に係る紛争が生じた場合における和解の仲介、調停等の紛争処理

制度を確立するため、必要な措置を講じなければならない」（第21条第１項）

と規定されました。 

公害紛争を解決する手段としては民事訴訟がありますが、原因と被害発生

との間の因果関係の立証を原告（被害者）が行うことは困難で負担も大きく、
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